様式第１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

  　山梨県知事　　　　　　　　殿
【共同研究体名】






　所 　 在：〒





　名　　称：





　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　印
令和　　年度　やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付申請書

　このことについて、別紙計画書のとおり実施したいので、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。
１　補助事業の枠
□　一般枠

□　小規模事業者枠
２　補助事業の目的及び内容

　　　添付資料のとおり

３　交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　円
添付資料
（別紙１）事業計画書　　　　　　　　　（別紙２）研究開発遂行計画表
（別紙３）購入予定の機械装置・工具器具の必要性
（別紙４）委託・外注予定先の内容　　　（別紙５）補助事業の収支計画
（その他必要な書類）直近２期分の貸借対照表及び損益計算書（販売費及び一般管理費明細書、製造原価明細書も含む）、商業登記簿謄本履歴全部事項証明書、会社定款の写し、要領第２に規定する計画等、会社案内など会社概要がわかるもの、暴力団等でないことを誓約する書類            連絡担当者

	所属
	

	役職・氏名
	

	電話番号
	

	E-mail
	


【　様式１の記載要領　】

１　「共同研究体名」は、他の企業、大学、公設研究機関とグループを構成し、共同で申請する場合にその名称を記入し、「所在・名称・代表者名」欄は、代表中小企業名等を記入すること。
２　本社が県外にあり山梨県内に生産又は研究開発拠点等のある場合、「所在」「名称は」山梨県内のものとすること。

３　「補助事業の名称」は、該当する名称の　□　を　■　にすること。
４　２期分の貸借対照表・損益計算書（販売費及び一般管理費明細書、製造原価明細書を含む）、定款の写し、履歴事項全部証明書、会社案内等を添付すること。
複数の企業で申請する場合は、全ての企業分を提出すること。

（別紙１）
事 業 計 画 書
	申請者の概要

（交付申請時現在）
	所　在：

名　称：
資本金・出資金：　　　　　千円　　　従業員数：　　　　人

業　種：

	対象成長産業分野
	□環境・エネルギー　　　
□医療機器・ヘルスケア
□スマートものづくり
□その他知事が必要と認める分野

	（研究開発の内容）
	

	研究開発テーマ名
	 

	研究開発期間
	開始予定　　交付決定日以降
完了予定　　交付決定日から　　月間（令和　　年　　月　　日）

	研究開発事業費
	補助事業に要する経費：　　　　　　　　 円

補助金交付申請額：　　　　　　　
　円

	研究開発の概要
	


事業実施体制

	□　総括代表研究者
	所属：　　　　　　　　　　　　　役職・氏名：

	（１）専門分野・当該研究開発に係る実績



	（２）当該研究開発の役割



	□　主任研究者
	所属：　　　　　　　　　　　　　役職・氏名：

	（１）専門分野・当該研究開発に係る実績



	（２）当該研究開発の役割



	□　主任研究者
	所属：　　　　　　　　　　　　　役職・氏名：

	（１）専門分野・当該研究開発に係る実績



	（２）当該研究開発の役割




※研究開発の主要部分を実施する研究者について記入すること。

【　事業計画書の記載要領　】

１　「対象成長産業分野」は、複数該当する分野がある場合には、研究開発の最も重要となる内容から判断し、一番当てはまる分野を一つ選択すること。

　　該当する対象分野の　□　を　■　にすること。

２　「研究開発の内容」は、実施要領「別表1」の研究開発の内容例を参考に、成長対象分野の内容を具体的に記入すること。
３　「研究開発の概要」は、研究開発の内容等を枠内で簡潔に記載すること。

【　実施体制の記載要領　】

１　当該研究開発に従事する研究者は全て記載すること。

２　「専門分野・当該研究開発に係る実績」は、当該研究開発に係る当該研究者の研究成果等の実績や経歴について記載すること。
「当該研究開発の役割」は、当該研究開発者が実施する研究開発の内容について記載すること。
３　人件費補助の対象とする研究者の　□　を　■　にすること。

研究開発の内容

１．研究開発の背景・現状の課題（２枚以内）
	


２．研究開発の内容・実施方法（５枚以内）
	


３．当該研究開発終了時点の成果（２枚以内）

	


【　研究開発の内容の記載要領　】

○ 「１」から「３」の各項目について、記載内容とそのポイントを例示しています。

○ 内容が概ね記載されていれば、項目の構成の変更や、別紙（研究レポート）にする等、体裁は問いません。
○ 必要があれば、補足資料（様式自由）を添付しても結構です。

「１．研究開発の背景・現状の課題」
○当該研究開発を実施しようとする背景や、現状の研究開発課題についてご記入ください。

○２枚以内にまとめてください。
記載内容とポイント

	◆研究開発に着手しようとする背景
・社会・経済的背景、着手の動機・必要性等について。
◆研究開発の課題・現状とのギャップ
・現状抱えている研究課題や、目標とのギャップ等について。
◆当該研究開発分野に関する現在の自社の強み・技術水準
・自社の特長的な技術や独自性等強みを記入すること。
◆当該研究開発分野に関する市場・同業他社の動向
・当該分野に関する市場の状況や成長見込み等について。
・当該研究開発の成果が、競合になるうる同業他者を広く想定し、その動向等にについて


「２．研究開発の内容・実施方法」

○当該研究開発の内容や、具体的な実施方法についてご記入ください。

○５枚以内にまとめてください。

記載内容とポイント

	◆研究開発の具体的な内容

・研究開発課題を細分化し、課題ごとにサブテーマを設定すること。

・サブテーマごとに、具体的な研究開発の実施方法・実施内容について
・できる限り、サブテーマごとに目標を設定すること。

・できる限り、図や写真等を用いて説明すること。


「３．当該研究開発終了時点の成果」

○当該研究開発の最終目標や成果についてご記入ください。
○目標の設定にあたっては、業界や市場等、客観的な技術水準を参考にしてください。
○県内に本店、製造拠点若しくは研究開発拠点等を有していない場合、拠点等を設けるにあたってのスケジュールも含め、ご記入ください。
○２枚以内にまとめてください。

記載内容とポイント

	◆達成目標

・可能な限り定量的な目標を設定すること。
・定量的な目標設定が困難な場合は、何をもって達成といえるか具体的に記入すること。

◆当該研究開発結果の付加価値

・当該研究開発により得られる技術や製品等の、新規性、独自性、進歩性、競争優位等、付加価値や特長について

・評価の実施方法等、達成目標の測定方法について。


企業化の見込み・今後の展望
１．企業化の見込み（２枚以内）
	


２．地域産業・地域経済への波及効果（２枚以内）
	※「一般枠」のみ（「小規模事業者枠」は不要）


【　企業化の見込み・今後の展望の記載要領　】

○ 各項目について、記載内容とそのポイントを例示しています。

○ 内容が概ね記載されていれば、項目の構成の変更や、別紙にする等、体裁は問いません。
○ 必要があれば、補足資料（様式自由）を添付しても結構です。

「１．企業化の見込み」
○当該研究開発終了後の企業化の見通しや今後の事業展開についてご記入ください。

○２枚以内にまとめてください。

記載内容とポイント

	◆企業化までの課題

・追加研究や事業実施に必要な資源（設備・人材等）等に係る課題について
◆企業化の時期・見通し

・企業化の時期・見通しについて

・段階的に発展していく場合は、そのプロセスやポイントとなる時期について
◆事業の実施方法・規模

・顧客、ビジネスモデル、商圏等について
・自社の市場シェアや売上・利益見込みについて


「２．地域産業・地域経済への波及効果について」

○概ね５～１０年後の自社の姿や地域産業・地域経済への波及効果等の展望についてご記入ください。
○「一般枠」に申請する場合は記入してください（「小規模事業者枠」は不要です。）

○２枚以内にまとめてください。

記載内容とポイント

	◆５～１０年後の事業の成長性・持続性

・当該事業の成長・持続性、市場の状況の展望について

・ビジネスモデル、自社の競争優位持続の展望について

・自社の市場シェアや売上・利益見込みについて

・事業の規模、必要となる設備投資の規模、新規雇用の展望について
◆産業集積への貢献
・県内企業との協力関係の構築など地域経済及び地域産業への波及効果について

・協力企業への発注内容、必要となる協力企業数、雇用者数の見込みについて
・当該事業から発生する協力企業への発注額について


（別紙２）
研究開発遂行計画表　（令和　　年　　月　～　令和　　年　　月）
	サブテーマ名と概要
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※サブテーマを設定し、その概要を記載すること（サブテーマの中で研究項目を細分化できれば、設定すること。）。
※サブテーマ（細分化研究項目）ごとに、　　　　　　　　　で実施予定期間を示すこと。

（別紙３）

購入予定の機械装置・工具器具の必要性
	購入予定の

機械装置等
	

	取得予定価格
	

	当該機械装置等の必要性
	


	購入予定の

機械装置等
	

	取得予定価格
	

	当該機械装置等の必要性
	


	購入予定の

機械装置等
	

	取得予定価格
	

	当該機械装置等の必要性
	


※取得価格が５０万円以上の機械装置・工具器具の内容について記入すること。
※当該研究開発における必要性について記入すること。
（別紙４）

委託・外注予定先の内容

	委託・外注先
１
	所在地：

名称：

代表者氏名：

	□　委託
□　外注

の内容
	


	委託・外注先
２
	所在地：

名称：

代表者氏名：

	□　委託
□　外注

の内容
	


※委託又は外注のいずれか該当する　□　を　■　にすること。

※委託先はすべて、外注先は１件５０万円以上のものについて記載し、発注予定先ごとに作成すること。
※２件以上ある場合は、適宜様式を追加すること。

（別紙５）
補助事業の収支計画

　１．資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　分
	金    　　額
	資金の調達先

	　自　己　資　金
	
	

	　借　　入　　金
	
	

	　そ　　の　　他
	
	

	　合　　計　　額
	
	


　２．補助金相当額の手当方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　分
	補助金相当額
	資金の調達先

	　自　己　資　金
	
	

	　借　　入　　金
	
	

	　そ　　の　　他
	
	

	　合　　計　　額
	
	


３．支出経費内訳
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※消費税及び地方消費税は除く。
※人件費は、５００万円を上限とする。ただし、医療機器・ヘルスケア分野のソフトウェア開発以外については、補助申請額の４分の１を超えてはならない。
※外注加工費、技術指導受入費、研究開発委託費の合計額が補助事業に要する経費の６０％を超える場合は、その理由を説明した資料を添付すること（様式自由）
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				費目 ヒモク		品　　名
（種別・仕様） シナメイシュベツシヨウ		数
量 カズリョウ		単
位 タンクライ		単　　価 タンアタイ		補助事業に
要する経費 ホジョジギョウヨウケイヒ		補助対象
経　　　費 ホジョタイショウキョウヒ		補助金交
付申請額		備　　　考
（購入先等） ビコウコウニュウサキトウ

				人件費 ジンケンヒ

						小計 ショウケイ								0		0

				報償費 ホウショウヒ

						小計 ショウケイ								0		0

				旅費 リョヒ

						小計 ショウケイ								0		0

				原材料費 ゲンザイリョウヒ

						小計 ショウケイ								0		0

				構築物費 コウチクブツヒ

						小計 ショウケイ								0		0

				機械装置・
工具器具費

						小計 ショウケイ								0		0

				外注加工費 ガイチュウカコウヒ

						小計 ショウケイ								0		0

				技術指導
受入費

						小計 ショウケイ								0		0

				研究開発
委託費

						小計 ショウケイ								0		0

				試験・
分析費 シケンブンセキ

						小計 ショウケイ								0		0

				その他 ソノタ

						小計 ショウケイ								0		0

				合　　　計 ゴウケイ										0		0		0
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